教職調整額制度廃止反対、測定可能な時間外労働には割増賃金支払い制度を

～抜本的な教職員定数増で時間外労働、長時間・過密労働の解消を～

「学校の組織運営のあり方を踏まえた教職調整額の見直し等に関する検討会議」の「審議のまとめ」について（見解）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2008年９月20日　長野県高等学校教職員組合

2008年4月に設置された「学校の組織運営のあり方を踏まえた教職調整額の見直し等に関する検討会議」（以下「検討会議」）は、９月８日「審議のまとめ」（以下「まとめ」）を文部科学省に報告しました。2007年３月の中央教育審議会答申「今後の教員給与のあり方について」を受けて、文部科学省内で検討の結果、2008年4月に改めて「検討会議」を設置し審議が行われていたものです。

「まとめ」について、長野高教組や全教のとりくみの経過を踏まえ以下のように見解を表明します。

協力・協同の学校運営を無視し「校長の権限拡大、主幹教諭等の配置」を勧める
まず「まとめ」は「学校･教員の職務のあり方」の中で、勤務実態については「勤務時間内ですべての業務を処理することが現実的に困難な状況がある」と、教職員が日常的に時間外労働を強いられている実態を認めながら、学校が「依然として校長、教頭以外は一直線に並んでいる鍋蓋型組織であること」が運営上問題であるとして、「校長の権限拡大、主幹教諭等の配置」を勧めるなど、全教職員の協力・協同の営みであるべき学校運営の原則を無視した見当違いの結論を引き出しています。

「教職員の勤務時間管理は校長の責務」としたことは当然

「教員の勤務時間管理」について、労働基準法上「校長は教職員の勤務時間外の業務の内容や時間数を適正に把握する責務を有している」との指摘は重要です。私たちも「教育労働は勤務時間管理になじまない」という考え方を克服し、学校現場の実情にふさわしい勤務時間の把握の方法を労使協議会等で丁寧に検討していく必要があります。

「教職調整額が無定量の時間外勤務を生んでいる」は不正確
さらに、現在の学校現場が「限定４項目に該当しない業務に多くの時間従事して」おり「実際には義務的不可欠な業務でありながら制度上は自発性に基づくものと整理されて」しまうという分析は、給特法体系と現場の実態がかけ離れているという指摘であり納得できるものです。しかし、全員一律に教職調整額が支給されていることが、「教職員の無定量の時間外勤務や時間外勤務の拡大を招いている」という意見が紹介されており、あたかも教職調整額制度が無定量の時間外労働の原因のように述べられているのは一面的で容認しかねます。無定量な時間外勤務が広がった主たる原因が、教育行政が十分な教職員定数を確保してこなかったこと、さらには教職調整額と引き替えに割増賃金の支払いを不適用にした法制上の矛盾であることは明らかです。

論外な「能力・業績評価制度は教員の士気を高める」という主張

「教員の適切な処遇」について、「能力や業績を適切に把握し、給与に反映させることは教員の士気を高め教育活動の活性化につながる」と断言しています。教職員は協力協同のとりくみの中で、子どもたちの成長を何よりの喜びとして日々の仕事に励んでいます。能力・業績給を導入し賃金に格差をつけて「やる気」にさせるという発想は、教育の営みをおとしめ教職員を愚弄するものであり断じて認めるわけにはいきません。しかも、能力・業績主義賃金制度は民間職場でもその弊害が深刻化し見直しが始っていることを知るべきです。

教育活動の特殊性を無視した「教職調整額制度に変えて時間外手当制度を導入」の勧め

「教職調整額の見直し」について、「まとめ」は、以上の検討を踏まえて「教職調整額制度に変えて時間外勤務手当制度を導入することはひとつの有効な方法であると考えられる」と提言しました。しかし、実施までには、「自発性･創造性に基づく勤務の評価」や「勤務時間管理の体制」、「部活動指導や持ち帰り業務の取り扱い」などの様々な課題があり、仕組みについては「今後検討していく必要がある」としました。

時間外勤務手当制度の導入については、教育に関わる労働であっても測定可能な労働については労働基準法37条を適用して割り増し賃金を支払うのは当然のことです。しかし、日々成長する多様な子どもたちとともにある教育労働は、時間では測れない内容を含むことも事実です。「教員の職務・勤務態様の特殊性に基づく」（給特法）一律の調整額は残し、その上に時間外手当支払いの制度を導入を検討すべきです。

かえって過重負担となる「1年間の変形労働時間制の導入」

最後に「まとめ」は「勤務時間の弾力化」について触れ、1年間の変形労働制の導入を勧めています。これは中教審答申（2007年３月）でも検討を提案していたものです。「まとめ」では「（変形労働時間制の導入は）教員の勤務時間にメリハリをつけることができ、夏季休業中に自己研鑽や休業の時間を確保することができ、資質向上や健康管理に資するものと考えられる」としつつ、導入に当たっては、夏季休業中でも教員は忙しいことや、労働基準法上の１年単位の変形労働時間制は教育公務員には適用除外となっていることなど課題があるとし、「導入の可否について今後さらに検討すべき」としました。

変形労働時間制は、1日あたりの労働時間が長時間にわたり、生活のリズムが乱れ、肉体的にも精神的にも過重負担となるため、労働基準法でも厳しい規制が設けられているもので認めることはできません。

「週休日の振替の弾力化」については「勤務時間に余裕のある期間の活用を可能にする」ことなど「適切な期間の設定」が必要とし、弾力化によっていたずらに指定期間を延長することで、「心身の負担が増大しないよう」提言したことは評価できます。

抜本的な教職員定数増で教育現場にゆとりを
以上「まとめ」は、「校長の権限拡大、主幹教諭等の配置で鍋蓋型の組織改善」し「能力や業績を適切に把握し、給与に反映させて教員の士気を高め教育活動の活性化」させ、「教職調整額制度は廃止して時間外手当制度を導入すること」が主な柱となっています。その中で、「今後必要な取り組み」の中に「学校が抱える課題に対応する適正な教職員数の確保が必要である」と明記されたことは重要です。

今後、中央教育審議会では「まとめ」の結果をうけて、再びで具体的な検討が行われることになります。私たちも、「まとめ」で触れられたさまざまの課題について論議し具体的な要求を練り上げ、中央教育審議会や文部科学省に対して、全国的な運動を展開していくことが求められます

際限のない長時間・過密労働は、教職員の健康を破壊し、子どもたちと向き合う時間を大幅に制限し教育活動にも重大な影響を及ぼしています。こうした状況を改善し、元気な姿で子どもたちの前に立てるようするには、国による30人学級の実現など、抜本的な教職員定数増で教育現場にゆとりを回復すること、そして全教職員参加の協力・共同の学校運営をすすめることです。

当面は週休日の振替、休日・代休日の行使で休日を確保すること、平日の時間外労働に対する実効ある施策の実現、職場の労働安全衛生活動の充実など、個別・具体的なとりくみも重視していきます。

